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青根地域振興策の方向性と旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について

決 定 会 議

審議事項

庁議で決定
したいこと及び
想定（希望）
している結論

R5 R8 R9R6

R7

45.6％

令和４年１１月４日まち・ひと・しごと創生本部会議において承認された中山間地域振興モデル地区（青根）の目指す姿
や検討の進め方等を踏まえ、事業者や地域との対話を実施してきた。対話等から確認した事項を踏まえた青根地域振
興策の方向性を確認するとともに、旧青根中学校の事業者選定を行うもの。
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SDGs
関連ゴールに○
(○は３つまで）

元利償還金（交付税措置分を除く）

8/4原案を一部修正し、上部会議に付議となった

事前調整、検討経過等

決定会議
（R4/11/15）「中山間地域対策の取組について（中山間地域振興モデル地区推進事
業）」として、進め方等について承認

報道への情報提供

パブリックコメント

備　　考

調整会議

5/9、6/12、7/5 青根のまちづくり検討委員会
6/20、6/29 青根のまちづくり検討委員会公共施設利活用検討部会
青根地域の地域振興の進め方の確認及び旧青根中学校の活用方法について検討

青根地域振興策の方向性と旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定につい
て審議を行い了承を得た

※１【構成員】政策課、みんなのSDGｓ推進課、DX推進課、観光・シティプロモーション課、財政課、危
機管理課、市民協働推進課、健康福祉総務室、地域包括ケア推進課、医療政策課、こども・若者政策
課、地域経済政策課、農政課、森林政策課、ゼロカーボン推進課、都市建設総務室、都市計画課、建
築・住まい政策課、交通政策課、緑区役所区政策課、緑区役所地域振興課､城山まちづくりセンター､
津久井まちづくりセンター､相模湖まちづくりセンター､藤野まちづくりセンター､教育総務室
※２【構成員】政策課、経営監理課、アセットマネジメント推進課、管財課、危機管理課、緑区役所区政
策課、緑区役所地域振興課、津久井まちづくりセンター、青根出張所

関係課長打合せ会議（※２）

まち・ひと・しごと創生本部会議

青根地域の公共施設の事業提
案募集
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中山間地域対策検討会議(※
１）

（R4/10/28）中山間地域振興の基本的な考え方を整理し、中山間地域振興モデル地区
に青根を位置づけ
（R4/11/4）「中山間地域における取組の方向性　１１パッケージ」として、「⑩中山間地
域振興モデル区の推進パッケージ」を位置づけ

青根地域との対話の実施

条例等の調整 議会提案時期

議会への情報提供

Ｒ4/12～Ｒ5/4にかけて実施、民間事業者等から15の事業提案の提出、提案事業者と
の対話

時期

日程等
調整事項

32,000

32,000

（千円）

0 000

32,000

0 0 0

R9

0 0

〇

R6 R7 R8 R10 R11

〇 〇



庁議におけるこれまでの議論
【審議事項について】
○（総務法制課担当課長）サウンディングでは６つの通年利用提案があったとのことだが、１，８００
万円を貸付料として毎年支払ってでも実施したいという事業があったのか。
→（緑区役所地域振興課長）貸付料が必要だと承知の上で、学校や地域振興に資する施設として
事業を行いたいという提案はあった。
○（総務法制課担当課長）スケジュール案を見ると庁議後すぐに公募となっているが、要綱や選定委
員との調整等は行っているのか。
→（緑区役所区政策課長）すぐに着手できるよう準備している。
○（総務法制課担当課長）事業者評価の際の評点の割合等はもう決まっているのか。
→（緑区役所区政策課長）地域振興に注力してくれる事業者が希望なので、そういった部分の比重を
大きくしている。
○（総務法制課担当課長）選定委員会委員はどんな方を想定しているか。
→（緑区役所地域振興課長）地域の方２名、会計士、学識経験者、行政を想定している。
→（総務法制課担当課長）具体に決まっているのであれば、資料に委員構成を入れておいた方が
良い。
○（財政課総括副主幹）事業者からの提案次第で市が追加負担をするようなことはないのか。
→（緑区役所地域振興課長）現状雨漏りをしている部分があるため、貸付前に修繕するつもりだが、
貸付後は原則的には事業者負担での対応となる。
○（財政課総括副主幹）貸付後に雨漏りが発生した場合はどちらが費用負担するのか。
→（緑区役所地域振興課長）躯体などの大規模修繕が発生した場合は市が負担するが、その他の日
常的な小破修繕等は事業者負担となる。

【学校施設整備基金への積立について】
○（総務法制課担当課長）国庫補助を受けて建設した学校を民間事業者に貸付ける場合、３，２００万
円はどこかのタイミングで国に返納するのか。
→（緑区役所地域振興課長）基金に積立てるのみで返納する必要はない。
○（総務法制課担当課長）積立さえしておけば、民間事業者に貸付けても問題はなく、その一方で、約
１，８００万円が毎年貸付料として入ってくるということか。
→（緑区役所地域振興課長）そのとおりである。
○（財政課総括副主幹）基金へは何年ぐらい積立てておく必要があるのか。
→（緑区役所区政策課長）建物の造りによる。校舎はＲＣ造のため、建設後６０年間、令和２７年度ま
では積み立てる必要がある。体育館は、一部鉄骨のＲＣ造のため、同じく建設後６０年間の積み立て
で、令和３３年度までとなる。
○（政策課長）先ほど話に出ていた基金は既存のものであり、新設ではないという理解で良いか。基
条例の改正などが必要になるわけではないか。
→（緑区役所地域振興課長）既存基金である。吉野小学校の事例の際にも同様の手続きを踏んでい
る。

＜原案を一部修正し、上部会議に付議する。＞
　・庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。
　・中山間地域振興モデル地区推進事業（小原）の取組についても上部会議で報告すること。

調整会議の

主な議論

（8/4）



中山間地域振興モデル地区推進事業
（青根）の取組について

令和５年８月１６日
緑区役所地域振興課 津久井まちづくりセンター 政策課

決定会議



地域のニーズに合った地域
資源の活用などの施策を地
域と共に検討し、中山間地
域振興を効果的に進めてい
くため、モデル地区を設定
するもの。また、地域との
合意形成プロセスなどの取
組を検証し、他の地域への
展開を図る

緑区が令和元年度に実施した
中山間地域振興に関するアン
ケートにより、「地域活動の
停滞に対する課題認識の強
さ」や、「地域振興活動への
参画意欲の高さ」などの総合
的な評価から、緑区役所では
『青根』・『小原』をモデル
地区に選定したが、中山間地
域振興を全庁横断的に進める
に当たり、改めて位置付ける

モデル地区
の選定

地域の資源や特徴を踏まえ、行政と地域が一緒になってビジョン
を検討し、地域住民と対話をしながら段階的に事業を実施する
●人口減少が進み高齢化が著しい「青根地域」→ エリアを軸とした振興
●観光施設の有効活用を進める「小原地域」 → 拠点を軸とした振興
モデル地区の現況

モデル地区の
事業の進め方

青根 小原

現在の
状況

令和２年度に青根地域内に「青根
のまちづくり検討委員会」が設立
されるなど地域振興に対する理解
と熟度が高まっている

地域から令和４年７月に「小原宿本陣と小
原の郷が一体となった有効な活用方策」に
ついての要望書を受理し、これに対する対
応を協議していく

今後の
進め方

市と地域とで対話を重ね、エリア
を軸にした具体的な振興策につい
て検討していく

今後、小原宿本陣、小原の郷などの拠点を
軸にした振興策を地域と共に検討していく
なお、小原の郷については令和５年度末に
償還金の返済が終了することもあり、施設
のより有効な活用策について、地域の意見
等を踏まえて検討していく

令和４年１１月まち・ひと・しごと創生本部会議
資料一部改中山間地域振興モデル地区について

2

モデル地区設定
の考え方



これまでに共有した目指す姿と事業者との対話の実施

3

●令和４年１１月４日 令和４年度第２回相模原市まち・ひと・しごと創生本部会議
中山間地域振興モデル地区（青根）における目指す姿、解決策など検討の進め方について承認
目指す姿：関係人口を創出するため目的地となる青根・立ち寄りたくなる青根の実現
事業検討の視点：

解 決 策 ：地域資源を活用した体験を盛り込んだ観光、多様な働き方を支えるビジネスの拠点としての活用
効 果 ：観光事業活性化、関係人口の増加、雇用の充実（働く場の確保）、関係人口→移住促進

住んでいる人
地域行事の開催、共同売店、
地場産品の販売

働いている人
テレワーク、ワーケーション、
リゾートオフィス、企業合宿

訪れる人
サイクリスト・登山家の拠点、新アクティビティ、
星空・山歩き・農作業等の体験、レクリエーション

●青根地域の公共施設を有効活用した事業提案募集及びトライアル・サウンディングの実施
期 間：令和４年１２月２６日（月）～令和５年４月１７日（月）
内 容：旧青根中学校、旧青根小学校跡地、旧青根児童保育園、緑の休暇村センター、いやしの湯、津久井合唱館を生かした

地域の振興に資する事業など、地域貢献につながる持続可能な取組を検討するに当たり、民間事業者等が持つ優れた
アイデアやノウハウを生かした、実現性が高く、長期間にわたって持続可能な事業（通年利用・施設全体の活用）
提案を求め、旧青根中学校についてはトライアル事業の実施を可能とした。

結 果：１５の事業提案の提出 ※詳細は次スライド

青根地域ワークショップ等の取組から導き出した目指す姿をベースに、将来にわたって持続可能な振興策について、地域（青根のまち
づくり検討委員会等）とともに、旧青根中学校や休暇村センター等の更なる活用などを中心に青根地域振興策をまとめる。



事業提案・事業者との対話結果等について①

4

施設名 財産区分/
利用状況等

提案
数 提案概要 事業者の施設に対する意見

旧青根中学校 普通財産/
未利用

１４ 養殖、栽培、研修、合宿、宿泊、別荘、
ワーケーション、コワーキング、撮影、
学校、ワークショップ、交流、カフェ、
文化・芸術、アウトドア複合施設、
トレーニングキャンプ、キャンピングカー

◎体育館・武道場のスペック高く活用の幅が広い
○個性的な外観、地域のランドマークになり得る
△住宅が近い

旧青根小学校
跡地

普通財産/
校舎焼失、体育
館は倉庫利用

６ 養殖、栽培、寮、宿泊、グランピング、
サイクリング拠点、芸術家活動拠点

◎体育館以外の建物がなく更地で使い勝手が良い
△トイレなしは不便

旧青根
児童保育園

普通財産/
未利用

４ 事務所、レストラン、芸術家活動拠点 ○旧青根小学校跡地とセットの利用が良いか
△駐車場なしは不便

緑の休暇村
センター

行政財産/
指定管理

３ レストラン、コテージ ○厨房があり事業の連携が可能か
△売店があると良い
△休暇村センターは改装、コテージは建替え必要

いやしの湯 行政財産/
指定管理

３ 温泉施設、交流サロン ◎源泉の泉質が魅力
○厨房があり事業の連携が可能か
△温泉の加温コスト

津久井合唱館 行政財産/
指定管理

２ 瞑想、ヨガなど、緑の休暇村センター、
いやしの湯と一体的な利用の提案

△施設規模が中途半端

：施設の参考情報



事業提案・事業者との対話結果等について②
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事業提案から確認したこと
✔旧青根中学校の利活用が最多（14提案）

うち旧青根中学校のみ（７提案）、
複数数公共施設を組み合わせ（７提案）

💡旧青根中学校は青根の地域振興の中心となり得る事業者ニーズの高い施設、
機を逃さずに速やかな事業者選定を進めることが肝要

観光 産業
（ビジネス）

教育

養殖・栽培

研修

合宿・宿泊・別荘
ワーケーション

コワーキング

ワークショップ

カフェ
アウトドア複合施設

キャンプ関連

学校

撮影

✔旧青根中学校の利用用途の傾向（下図のとおり）

交流文化・芸術

「宿泊関連」 ：４提案
「学 校」 ：３提案
「ｷｬﾝﾌﾟ関連」 ：３提案
「撮 影」 ：２提案
「養殖・栽培」：２提案

複合用途を
組合わせた提案：６提案

💡「学校」に関する事業提案が３提案、長期間
にわたり安定的な関係人口の創出が期待でき
る「教育」施設としての利活用の可能性

💡旧青根中学校の施設全体を有効活用する事業の実現可能性

💡旧青根中学校単独 or 旧青根中学校を含めた複数施設を組み合わせた利用の
両面の可能性があることを踏まえた検討が必要

💡青根の地域振興の目指す姿の解決策の例と
していた「観光」「産業（ビジネス）」に関連
した事業の実現可能性

✔旧青根中学校の施設全体を通年利用する
事業（６提案）

旧青根中学校の利用用途については、複合用途を組合せた事業の可能
性も含めて「観光・産業又は教育」を軸に地域とともに検討する



事業提案・事業者との対話結果等について③
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事業者との対話により確認したこと
✔公共施設にとどまらず、青根の地域資源を活用
した事業展開を望む意見があった。
例①：周辺農地を活用した農業体験プログラム
例②：空家を活用した「寮」や「分散型古民家

ホテル」の運営
例③：地域とともに森林保全活動の取組

💡①公共施設の利活用による地域振興に加え、
②農地や空家などを含めた地域資源の活用も含めた
エリア全体の地域振興

の２つの視点で、地域振興策を検討することが
望ましい

💡地域や市とともに共創やまちづくりの観点から
持続可能な地域振興策を検討する事業者を選定
する視点が重要

✔長期的な事業運営のため、地域との連携を重視
する意見が数多くあった。

✔事業者と地域と市の３者が連携し、腰を据えて
まちづくりの検討を進めたいとの意見があった。

事業提案や事業者との対話等から見えてきたこと
①公共施設の利活用による地域振興、農地や空家などを含めた地域資源の活用も含めたエリア全体の
地域振興の２つの視点で、地域と市で検討する体制を構築する

②事業者ニーズが高い、旧青根中学校の施設全体の有効活用を中心に据えて検討する
③旧青根中学校で実施する事業として望ましい利用用途や利用に当たっての条件等を整理する
以上３点について地域との対話を実施する



地域との対話結果等について①
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地域との対話により確認したこと

💡目指す姿「目的地となる青根・立ち寄りたくなる青根」
のもと、２つの部会を設置し、地域と市がともに検討
を進めることに合意

💡旧青根中学校の施設全体の有効活用を中心に据えた
検討を速やかに進めることに了承

公共施設利活用検討部会 地域振興検討部会
公共施設の今後の活用や機能
拡充などについて検討

地域の強みを生かした事業や
地域特有の課題について検討連携

【対話当初の検討の進め方】

💡様々な事業の可能性がある旧青根中学校の事業者選定
を先行して実施し、核となる事業内容を踏まえた地域
振興策を検討する進め方が良い

✔事業者選定に当たっては、条件を狭めすぎずに選定された
事業者と地域との関わりを調整していくことが良い

💡地域と事業者と市が連携し、民間事業者のアイデア
や青根の地域資源を活用した地域振興策を検討し、
事業展開していくことは、共創やまちづくりの観点
から望ましい

✔地域は事業者と連携した事業への関わりを希望
いやしの湯の運営を例に、「登山者向けの有料駐車場の運営、
空家バンク、農業体験など事業に関与できる素地がある地域」

【地域との合意事項】

✔旧青根中学校で実施する事業が定まらないとエリア全体の
地域振興策を検討するのは困難

目指す姿「目的地となる青
根・立ち寄りたくなる青根」

地域（２つの部会）
と市による検討 事業化に向けた調整等地域振興策

の方針確定



地域との対話結果等について②
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地域との対話により確認したこと

◆旧青根中学校の利用用途（案）について
💡青根の地域振興や事業の持続可能性の観点から望ましい利用用途について検討
→ 事業提案をもとに整理した「観光」、「産業」又は「教育」を軸に、追加・削除すべき利用用途や、それぞれの利用用途
に対する意見を確認
⇒ 加除についての意見はなく、「観光」、「産業」又は「教育」の利用用途については、「望ましい」・「まあ望まし
い」を合わせた割合が約８割

◆事業者及び事業内容の選定に関する考え方について
💡「地域振興」や「事業計画及び事業実施主体の実現性・継続性」を重視した審査項目により、地域の意向を踏まえながら
事業者を選定する市の考え方に同意

【旧青根中学校の事業者選定に係る考え方について】
公共施設利活用検討部会と市で検討を行い、検討結果（事業者選定に係る考え方）を青根のまちづくり検討委員会（全体会）

で報告し、方向性が地域の意向に沿っていることを確認

◆事業者に対する前提条件（案）について
💡旧青根中学校の施設全体を有効活用する長期継続的な事業であること
💡青根地域センターは当面の間、併設した状態で使用すること
※運営・管理は引き続き市が行う。

💡災害等の際は、避難所・緊急避難場所、ヘリコプターの離発着場、消防水利の機能を継続すること



青根地域振興策の方向性について
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論点１
（確認事項）

【地域振興事業の展開イメージ】

旧青根
中学校

「旧青根中学校」から
「エリア全体」へ
段階的な事業展開

事業者や地域の対話等から導き出した青根地域振興策の方向性

【検討体制】

青根地域振興策の方針確定

目指す姿について
地域と合意

地域・事業者・市の３者
による地域振興策検討

事業化に向
けた調整等

地域振興策
の方針確定

旧青根中学校の事業者選定
（核となる事業の確定）

【地域の意向を踏まえた検討の進め方の軌道修正】

②旧青根中学校の核となる事業や自由提案等をもとに、
地域・事業者・市で地域振興策を検討→ 方針確定

①「青根地域振興策の方針確定」に先行して、旧青根中学校の事業者選定を実施
◆旧青根中学校以外の公共施設や農地・空家などを含めた青根地域資源を活用する将来の事業プランの自由提案を可能とする
◆「地域振興」、「事業の実現性・継続性」を重視した事業者選定を行う ※事業対象施設としての担保は旧青根中学校のみ

④事業化に向けた庁内調整→ 段階的な事業の実施
◆旧青根中学校の事業を契機に、検討部会等でまとめた
青根地域振興策について、事業化が可能なものから
順次実施し、エリア全体の振興を図る

旧青根中学校の事業者を加え、
地域と市の３者で検討

地域振興検討部会 公共施設利活用検討部会

青根の地域振興の共創パートナーの選定

連携地域の強みを生かした
事業や地域特有の課題

について検討

公共施設の今後の
利活用や機能拡充
などについて検討

旧青根中学校
事業の詳細
協議

市

共創による
まちづくり

事業者地域

① ② ④③

③



政策課と調整して記載

令和４年度 令和５年度 令和６年度
第4四半期
（１月-３月）

第1四半期
（４月-６月）

第2四半期
（７月-９月）

第3四半期
（10月-12月）

第4四半期
（１月-３月）

地域

市

事業者

★２つの検討部会設置
（地域振興・公共施設
利活用）

青根地域の将来像の確定★

青根地域振興策の検討

休暇村センター等の更なる活用策の検討

旧青根中学校等の
具体的な活用策の検討

中山間地域振興モデル地区（青根）の事業スケジュール（案）

青
根
地
域
振
興
策
の
方
針
確
定

市と青根のまちづくり検討委員会等との対話

事業提案の募集・対話

事業提案等を
もとに検討

旧青根中学校
の事業者選定★

事業化に向けた調整等

→ 段階的な事業実施
先行実施

･旧青根中学校事業の詳細協議
･地域の強みを生かした事業や
地域特有の課題について検討
･休暇村センター等を含めた
他の公共施設の今後の利活用
や機能拡充などについて検討

･旧青根中学校の核となる事業 ★
･地域資源等を活用する自由提案

地域・事業者・市による
青根地域振興策の検討

旧
青
根
中
学
校
の
用
途
の
確
定

旧青根中学校の事業開始
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～検討の進め方の軌道修正に伴うスケジュール変更～



ア 未利用資産の有効活用方法、 イ 事業者選定方法

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について

論点２
（確認事項）（１）事業者選定の方法について

（２）貸付にあたっての基本条件について

（３）事業者による提案にあたっての条件等

（４）公募スケジュール（案）について

（５）令和６年度以降の予算対応が必要なもの

ア 貸付期間、 イ 貸付方法及び貸付料、 ウ 貸付料の減額

ア 事業提案の主な条件、 イ 事業候補者選定において重視する点

ア 歳出、 イ 歳入、 ウ その他予算執行を行うもの

※以降、論点となる箇所に
を付してます。！

！

！ ！

！
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旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について

⇒ 旧青根中学校は民間事業者にプロポーザル方式の公募による選定方法
で貸付けを行う。

（１）事業者選定の方法について
ア 未利用資産の有効活用方法（未利用市有地等の有効活用に関する基本方針）
・売払いによる処分
・民間への貸付け

①事業者選定にあたっては公平性・透明性を確保する必要があることから、公募で行うこと
とする。

②地域振興等の事業提案による選定をするため、プロポーザル方式を採用する。

旧青根中学校は、地域振興の核となる資産として有効活用していくため、民間への貸付と
する。

イ 事業者選定方法（財産管理事務処理マニュアル）
・公募（一般競争入札、プロポーザル方式など）
・随意契約（性質又は目的が競争入札に適さないことが前提）

！

！
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（２）貸付にあたっての基本条件について

市有財産条例施行規則
第１５条 普通財産又は行政財産の貸付けは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間を超えることができない。
（１）建物の所有を目的とする土地 ３０年
（２）建物の所有を目的としない土地及びその定着物 １０年
（３）建物その他の物件 ５年
２ 前項第１号の規定にかかわらず、借地借家法(平成３年法律第９０号)第２２条又は第２３条の規定により土地を貸し付ける場合の
期間は、市長が定める。
３ 第１項の貸付期間は、更新することができる。この場合において更新のときから同項の期間を超えることはできない。

ア 貸付期間
市有財産条例施行規則第１５条に基づき、５年間の賃貸借契約とし契約の更新については同条第３項に
より５年毎とする。なお、貸付料については５年ごとに見直すこととする。

市有財産条例施行規則
第１６条 普通財産又は行政財産の貸付料は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める算定方法に基づく額を基準とする。
（以下、略）
（１）1,000平方メートル以上の土地の貸付けに係る貸付料又は500平方メートル以上の建物の貸付けに係る貸付料

の年額 第３１条第１項の基準価格 ⇒ 不動産評価委員会による鑑定額
（以下、略）

イ 貸付方法及び貸付料
市有財産条例施行規則第１６条に基づき、不動産評価委員会の評価額を貸付基準額（※）とした
有償貸付とする。 ※貸付基準額：約１，７８２万円（令和５年３月に実施した仮評価の結果）

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について
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ウ 貸付料の減額
（ア）プロポーザル方式での選定にあたって

プロポーザル方式による選定では、原則として事業提案内容による評価のみで事業者を選定する。
※価額は、貸付基準額とする

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について

！
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・公募要項記載の貸付基準額（不動産評価委員会の答申額） 14,508,000円（年額）
・事業者からの提案による減額後の貸付額 8,595,131円（５年目の額）
※貸付１年目、２年目：年額の16％、３年目：年額の33％、４年目：年額の50％、５年目：年額の59％

・減額貸付の理由：旧名倉小学校を活用した小中一貫校としての実績に加え、旧藤野町における「ふるさと芸術村構
想」に基づく施策に合致していること、また、廃校した小学校の活用、定住人口の増加及び地域
住民との交流による地域活性化に資するため

【事例】旧吉野小学校での貸付料の減額（平成２３年１２月議決、現シュタイナー学園高等部）

（イ）貸付基準額に満たない価格の提案について
貸付料については貸付基準額で借用することを前提とするが、貸付基準額に満たない額を提案価額とし

て提案することを可能とする。
また、事業者の選定にあたっては、選定委員会による総合評価の結果、最も優れた提案として評価された

事業者の提案価額が貸付基準額に満たなかった場合には、減額の措置を講ずることを検討する。
⇒減額する場合、市有財産条例による減額は民間事業者は対象とならないため、地方自治法
第96条第１項第６号により、議会へ上程し、議決されれば減額貸付をすることができる。



地方自治法
第９６条第１項 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。

（略）
六 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段として使用し、又は適正な対
価（※）なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。 ※適正な対価＝不動産評価委員会による鑑定額

【参考】議会の議決を経て減額貸付するための根拠法令

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について
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市有財産条例
（普通財産又は行政財産の無償貸付等）
第４条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、これを無償又は時価よりも低い価額で貸し付
けることができる。

（１）他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において、公用若しくは公共用又は公益事業の用に供するとき。

市有地等の貸付けに関する取扱基準
（無償及び減額貸付）
第７条相模原市市有財産条例（昭和３９年相模原市条例第３４号）第４条の規定に基づく普通財産又は行政財産の無償
貸付等は、別表に定める基準によるものとする。

別表（第７条関係） 無償・減額貸付基準
「公共的団体」は、①市の指導・監督を受け、市の事務事業を補佐し、又は代行する団体、②自治会関係団体、③その他公共的団体に区別
③その他公共的団体「無 償」：市の事務事業と密接な関連を有する事務事業で、市長が特に必要と認めるとき

「５割以下の減額」：行政事務と密接な事業を行い、その事業が特に公益上必要があると認められるとき

【参考】普通財産の無償貸付・減額貸付に関する条例及び取扱基準



（３）事業者による提案にあたっての条件等

イ 事業候補者選定において重視する点（選定委員会を組織して審査を行う）
①地域振興の視点からの審査
②事業計画及び事業実施主体の実現性・継続性などの視点からの審査

ア 事業提案の主な条件
（ア）事業提案の前提

施設の有効活用を図るため、旧青根中学校の施設全体を通年利用する提案であること。
（イ）旧青根中学校の利用用途

「観光」、「産業」又は「教育」の利用用途であることを条件とする。
（ウ） 現在ある機能の継続

ａ 青根地域センターの存続（市による運営管理を継続）
ｂ 避難所等の災害時の機能の継続
ｃ 地域行事が引き続き実施できるように配慮する

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について
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（４）公募スケジュール（案）について

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について
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（参考）選定委員会の構成について
公認会計士、学識経験者及び青根のまちづくり検討委員会、津久井地区まちづ

くり会議の代表、緑区長の計５名

内 容 期 間
公募要項配布 ８月２５日(金)～９月２９日(金) 

現地説明会 １回目：９月 ６日(水)
２回目：９月２０日(水)

質疑応答 ８月２８日(月)～９月２１日(木)
回答日：９月７日(木)、９月２５日(月)

申請受付 ９月 ８日(金)～１０月２日(月)
書類等審査 １０月３日(火)～１０月１３日(金)

選定委員会 １０月１７日(火)
※予備日１０月１８日(水)



（５）令和６年度以降の予算対応が必要なもの
ア 歳出（令和７年度当初予算を予定）

分 類 内 容 費 用
貸付料 旧青根中学校の使用に伴う貸付料 （仮）１，７８２万円

旧青根中学校は国庫補助を用いて建設されているため、公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分手続として、教
育委員会での基金の積み立てが必要となり、財産処分から１年以内に国庫納付相当額の基金積立てが必要となる。
※「財産処分の１年以内」の始期は、事業者による事業の開始日を指す。

ウ その他予算執行を行うもの
令和６年度の事業者への貸付を見据え、現在発生している小規模な雨漏り等の修繕を令和５年度中に行う。なお、
財源については区別基本計画推進事業から、普通財産の修繕費へ予算流用して対応する予定

イ 歳入（令和６年度からを予定）

分 類 内 容 費 用
学校施設
整備基金

国庫補助を用いて設置された学校等を有償貸付する場合の用途
変更の手続き （仮）３，２００万円

【参考】貸付にあたっての考え方
（ア）事業開始に必要な改修費用等は事業者の負担とする。
（イ）公共建築課に確認したところ、現時点で大規模な修繕の必要はない。

旧青根中学校の有効活用に向けた事業者の選定について

！
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所在地 緑区青根１９２６番地
財産区分 普通財産（令和２年３月廃校）
用途地域 都市計画区域外
敷地面積 １０，６６６.３５㎡（※１）
建物等 ●校舎棟（昭和６０年建築）、校舎及び青根地域センター）

鉄筋コンクリート造３階、地下１階建 ２，４３３．２０㎡（ＰＨ階含む）
・校舎（普通教室、教科別教室、職員室、放送室、天体望遠鏡室等）
・青根地域センター（図書室、和室、集会室等）（※２）
●体育館（平成３年建築）
鉄筋コンクリート造一部鉄骨造３階建 １，１９１．８１㎡
・アリーナ、武道場、更衣室等
●渡り廊下（平成３年建築）
鉄骨造１階建 ４７．００㎡
●その他の施設等
グラウンド、屋外プール、倉庫、体育倉庫、灯油庫、防災備蓄倉庫、屋外トイレ

※１ 上記の敷地面積と別に、敷地内に市道上青根上野田釜立線及び市道青根15号線（計422.22㎡）
があるが、市道部分は事業者の管理範囲から除外し、道路用地として市が引き続き管理する。

※２ 青根地域センターは、青根地域のコミュニティ活動の維持の観点から存続することとし、市が引
き続き運営を行うため、事業者の管理範囲から除外する。

（参考）旧青根中学校施設概要
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（ ）
年 月 日

R5 R8 R9 R10

R7

R6

　令和2年4月に施行された改正健康増進法（以下「法」という。）に基づき、市施設のうち法に定める特定施設については、既に法に
定める受動喫煙防止対策を講じており、施設設置条例において「所定の場所以外で喫煙しないこと」を利用者の遵守行為として規定
している施設も多いことから、法や条例に基づき喫煙に関する一定の規制が設けられている。
　一方、公園など法の範囲外となる敷地のみの施設についてはそうした規制が無いため、現在、喫煙が可能な状態となっている。
　このため、市健康づくり推進条例に掲げる「受動喫煙対策」の更なる推進による子どもや妊産婦をはじめとする市民の健康の保持
や子育て環境の向上等を目的として、公園等を原則禁煙化するもの。
　なお、施設利用者の実態等から喫煙場所を設ける必要がある施設については分煙化（所定の喫煙場所以外は禁煙）とし、施設の
管理を地域が行っている場合は管理者との協議が整った施設より順次実施する。

R11R7

（様式２）

課 担当者

令和5 8 16

受動喫煙防止対策の更なる推進（公園等の禁煙化）について

健康福祉 保健衛生 健康増進 内線部
局
区

審議日

事 案 調 書 決 定 会 議

案 件 名

所　　　管

○原案のとおり承認する。

事案概要

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

事業効果
年度目標

〇事業スケジュール

審議結果
（政策課記入）

決 定 会 議

所　　　管 環境経済
局
区

部 公園課 課 担当者 内線

公園等を原則禁煙とすることについて
　※「公園等」とは、公園のほか子どもの広場、児童遊園、ふれあい広場、屋外スポーツ施設及びこれ
に類する施設を指す

審議事項

庁議で決定
したいこと及び
想定（希望）
している結論

事業効果
総合計画との関連

事業効果

効果測定指標

R5

市健康づくり推進条例（令和5年4月1日施行）
→条例に規定する基本的施策「喫煙及び受動喫煙対策」が推進される

子育て環境の向上
→子どもや妊産婦をはじめとする市民が受動喫煙による健康被害から守られ、子育て環境が
向上することにより「子育てするならさがみはら」の実現に寄与する

R6

実施
内容

施策番号 10

庁内調整

周知
・9/1広報、HP
・看板設置

10/1～
事業実施

制札板等設置R6単年度要求

公園等の禁煙化による市民の健康の保持、子育て環境の向上



〇

〇

〇事業経費・財源

0 00

0

0

51,448

R6 R7

R6 R7

0

0

R8 R10 R11R9

0

0

0

0

（千円）

00 0

項目

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入） （人工）

0

C=A-B

R5

0

0

B

A

R11

0 0 0 0 0

局内で捻出する人工※

必要な人工 0

0

条例等の調整 なし 議会提案時期

議会への情報提供時期

日程等
調整事項

報道への情報提供

各施設所管課等

調整部局名等 調整内容・結果

事前調整、検討経過等

パブリックコメント なし

捻出する財源概要 R5年度は庁内リユースの活用などにより消耗品の執行を抑制して捻出する。

46

46

46

0

その他

一般財源 00 0

51,448

51,448

R8 R9 R10

0

0 0 0 0

0

備　　考

令和5年7月14日
　関係課長打合せ会議（市施設における受動喫煙防止対策の推進について）開催

（主な意見）
・建物を有する施設は既に法や条例により喫煙に関する一定の規制を設けているた
め、今回の対策の対象はこれらの規制が及んでいない敷地のみの施設とすべき。
・各施設所管課に実施の判断を委ねるのではなく、市として方針を決定されたい。
・施設への禁煙掲示は統一の仕様で実施すべき。
・施設の運営や維持管理を地域に任せている施設は別途地域との調整が必要となる。

元利償還金（交付税措置分を除く）

うち任意分

捻出する財源※２

一般財源拠出見込額

0

項目

事業費

うち任意分

国、県支出金

地方債
特
財

SDGs
関連ゴールに○
(○は３つまで）

記者会見

資料提供

局内で捻出する人工概要

51,448

R5補助率/充当率

46

実施に係る人工



庁議におけるこれまでの議論
【禁煙化の考え方について】
○（総務法制課担当課長）原則禁煙化ということだが、指定管理施設は分煙化で喫煙可能であり、地域団体が管
理しているところは協議が進まないと禁煙化されないなど、利用者側からみて対応が統一されていないと感じる。
→（健康増進課長）市民協働推進課、子ども若者支援課、スポーツ施設課の各課が、地域に対して、市が決めた
ことであり、従っていただきたい旨を申し入れする。基本的にはどこも賛同いただけており、ふれあい広場や子ど
も広場において著しく禁煙化が進まないことはないと考えている。また、分煙化については、例えば、大きなイベ
ントがあって、集客が非常に多いなど、たばこを吸う場所が１箇所もないと、隠れて吸われたり、ポイ捨てされたり
というリスクを想定してのことであるが、喫煙の管理ができるという意味合いで、指定管理対象の公園やスポーツ
施設が対象となりうるということであって、指定管理対象の施設すべてに喫煙場所を必ずしも設置しなければなら
ないものではない。
○（総務法制課担当課長）今後、市長の記者会見や広報でＰＲしていくと思うが、公園の全面禁煙でなく、禁煙や
分煙の強化を進めるという表現が正しいのではないか。
→（公園課長）現在、公園は禁煙をルール化しておらず、禁煙を強化でなく、あくまで禁煙化するものである。原則
禁煙化だが、公園の規模感であったり、利用者の状況であったり、そうしたものを見ながら一部分煙するという考
え方である。
○（総務法制課担当課長）市としての周知方法と実態が合わないと、利用者が混乱したり、苦情を受ける所管課
が苦慮したりするので、誤解の生じないようにＰＲしてもらいたい。

【スケジュールと予算について】
○（財政課総括副主幹）すべての公園に制札板があり、上から張り替えるイメージか。
→（公園課長）制札板を取り替える。
○（財政課総括副主幹）積算はどのように行っているのか。
→（公園課長）街区公園は１か所、近隣公園は２か所、地区公園、総合公園、運動公園は３か所とし、１枚７４，８
００円で積算している。
〇（政策課長）令和５年度中は、すべてパウチで対応するのか。
→（公園課長）そのとおりである。
○（健康増進課長）予算の関係で補足であるが、5,140万のうち100万円弱については、ふれあい広場や子ども広
場は看板を設置できる場所がない場合があり、長持ちする少し固めの板を作り、地域に渡して、掲示を地域にお
任せする方法により計上させていただいている。

≪原案のとおり上部会議へ付議≫

調整会議の

主な議論

（8/4）



1

健康福祉局 保健衛生部 健康増進課

環境経済局 公園課

受動喫煙防止対策の更なる推進

（公園等の禁煙化）について

令和５年８月１６日

決定会議 資料



1

１ 改正健康増進法（受動喫煙防止対策）について

（国及び地方公共団体の責務）

第二十五条 国及び地方公共団体は、望まない受動喫煙が生じないよう、受

動喫煙に関する知識の普及、受動喫煙の防止に関する意識の啓発、受動喫

煙の防止に必要な環境の整備その他の受動喫煙を防止するための措置を総

合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない。

（特定施設等における喫煙の禁止等）

第二十九条 何人も、正当な理由がなくて、特定施設等においては、次の各号

に掲げる特定施設等の区分に応じ、当該特定施設等の当該各号に定める場所

で喫煙をしてはならない。

一 第一種施設 次に掲げる場所以外の場所

イ 特定屋外喫煙場所 ロ（略）

二 第二種施設 次に掲げる場所以外の屋内の場所

イ 第三十三条第三項第一号に規定する喫煙専用室の場所 ロ（略）



2

１ 改正健康増進法（受動喫煙防止対策）について

法規制は施設に適用（第１種施設は敷地含む）



3

２ 本市における対策の現状

第１種施設 第２種施設

本市施設 対策 本市施設 対策

本庁舎、合同庁舎、

総合事務所、

まちづくりセンター、

図書館、保育園、児童館、

子どもセンター、診療所、

消防施設 等

本庁舎、合同庁舎

及び消防施設に

特定屋外喫煙場所

を設置

左記以外

の施設

屋内（清掃施設等）

又は屋外（スポーツ

施設、文化センター、

ホール 等）に

喫煙場所を設置

一方、法規制外となる敷地のみの施設はそのほとんどが現時点では特段の
対策を講じておらず、公園や屋外スポーツ施設等の一部に指定喫煙場所が設置
されている状況

健康増進課調査（令和3年4月時点）

上記対応に加え、多くの施設が施設設置条例（施行規則）において『所定の
場所以外で喫煙しないこと』を施設利用者の遵守事項として定めており、既に
上記施設については一定の受動喫煙防止対策が講じられている



【原則禁煙化する施設】（ ）内は箇所数

都市公園（625）、児童遊園（34）、屋外スポーツ施設（51）

ふれあい広場（40）、子どもの広場（91）

※ 利用者の状況や禁煙化リスク（ポイ捨て、火事 等）などから施設全面禁煙が

困難な場合は、分煙化（指定喫煙場所を設置し他のエリアは禁煙）も可とする

※ 公園については指定管理対象の12公園は分煙化し、他は全面禁煙の予定

※ 地域団体等の第３者が管理している場合は、協議が整った施設より順次実施

なお、上記に類似する施設は、禁煙化の目的や考え方、施設利用者の
状況等に基づき、各施設所管課で実施の可否を判断する

4

３ 公園等の禁煙化について（考え方及び対象施設）

【禁煙化の目的】
・市健康づくり推進条例に掲げる基本的施策の一つ『受動喫煙対策』の推進

・子育て環境の向上（『子育てするならさがみはら』の実現に寄与）

【禁煙化の考え方】
法規制外の市施設のうち、子どもや妊産婦など特に受動喫煙による健康

被害の大きい市民が多く利用・滞在する施設（公園等）を原則禁煙とする



5

３ 公園等の禁煙化について（実施方法）

【各施設における禁煙化の位置付け】

・施設利用上のルールとして実施（条例、規則等で規定はしない）

・庁議終了後、各施設管理課においてルール化を意思決定（決裁処理）

【分煙化の場合の留意事項】

施設利用者の状況や禁煙化リスク（ポイ捨て、火事 等）により喫煙場所を設ける必要
がある場合（分煙化）は、以下の点に留意する

・受動喫煙を生じさせない喫煙場所が確保できること

・喫煙場所の維持管理が行えること（単に灰皿を置いておくだけは望ましくない）

【通報、苦情等への対応】
以下の点に留意しつつ、各施設所管課において対応する

・施設利用上のルールであり法的強制力はなく、巡回指導等も困難であること

・管理を第3者に任せている場合は、事前に対応を協議しておく必要がある

【禁煙化の周知方法】
各施設への禁煙標識の掲示により実施

※令和5年度中は簡易な対応とし、令和6年度より制札板等による掲示



6

４ 実施スケジュールと予算（公園の場合）

８月２１日 市議会・報道機関へ情報提供

市長定例記者会見で実施を発表

９月 １日 広報さがみはら掲載、市ホームページ掲載

（周知期間）

１０月 １日 公園等の禁煙化開始

※ 他の対象施設も上記スケジュールでの実施を目指しつつ、

地域との協議等を踏まえて順次開始

【禁煙化実施のための追加的予算について】

・今年度は不要（簡易掲示のため各課が既存予算で対応）

・令和6年度は制札板等にかかる経費が必要（所要額は事案調書参照）



7

５ 参考（公園の禁煙化に係る指定都市の状況）

（１）ルールとしての禁煙化（例：さいたま市）
・令和５年４月より試行実施

・対象は市内全ての都市公園等（一部の大規模公園は指定喫煙場所以外を禁煙）

（２）条例による禁煙化（例：兵庫県）

【受動喫煙の防止に関する条例】

○対象施設の管理者は、別表に掲げる区域を喫煙することが出来ない区域と
しなければならない（別表に都市公園、運動施設等の敷地を含む）

○何人も受動喫煙防止区域において喫煙をしてはならない

→施設管理者及び禁止区域での喫煙者双方に罰則（過料）有

（参考）条例による努力義務（本市含む多くの自治体）

【路上喫煙防止条例】市民等は路上喫煙をしないよう努めるものとする。

→「路上」に道路のほか公園など公共の場所を含む

公園の禁煙化 指定都市の状況

喫煙可能：６市、一部禁煙：１１市、禁煙：３市 （条例化は神戸市のみ、他はルール実施）



（ ）
年 月 日

R10 R11R7R5 R8

（様式２）

課 担当者

令和5 8 16

 （仮称）新斎場整備事業について

市民 ― 区政推進 内線部
局
区

審議日

事 案 調 書 決 定 会 議

審議結果
（政策課記入）

決 定 会 議

案 件 名

所　　　管

○原案のとおり上部会議に付議する。

事案概要

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

 最終候補地「青山」における検討・調査の結果を踏まえた事業推進について

審議事項

庁議で決定
したいこと及び
想定（希望）
している結論

　行財政構造改革プランにおいて、（仮称）新斎場整備事業の計画期間中における取扱いは「検討・調査」とされている
ことから、最終候補地「青山」における土砂災害対策をはじめとする課題解決に向け、検討・調査を重ねてきた。
　令和４年度は「土砂災害対策等検討業務委託」を発注し、効果的な対策の提案を受けたことから、最終候補地「青山」
における課題への対応及び今後の事業の進め方について審議するもの。

事業効果
総合計画との関連

事業効果

効果測定指標

R5

事業効果
年度目標

施策番号 16

実施
内容

〇事業スケジュール

R9R6

　最終候補地「青山」に（仮称）新斎場を整備することで、超高齢化の進行に伴う火葬
需要の増加への対応が可能となる。

-

R6 R7

基本計画

用地測量

用地取得

※R5に、最終候補地「青山」における実施が決定された場合のスケジュール

基本設計

（炉の選定）

アドバイザリー

契約

●最終候補地「青山」における

実施の決定

土砂災害対策

予備設計

進入路

予備設計

②民活導入の場合

●都市計画決定

①従来手法の場合

●大規模事業評価



R9

0

R8 R10R6 R7

R10

209,800

63,000

24,000

209,8000

74,200

21,000

21,000

R8 R9

2

0

24,000

52,333

0

〇

R5 R6 R7

（千円）

0

1

B

（人工）

0

2

SDGs
関連ゴールに○
(○は３つまで）

84,000

.

R11

284,000

議会への情報提供

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入）

その他

報道への情報提供

特
財

C=A-B 0 2 2

局内で捻出する人工概要

局内で捻出する人工※

必要な人工

〇事業経費・財源

0

0

時期

日程等
調整事項

うち任意分

国、県支出金

地方債

項目

R5補助率/充当率

捻出する財源概要

条例等の調整

パブリックコメント

項目

事業費（衛生費） 52,333 24,000

52,333

一般財源

うち任意分

捻出する財源※２

一般財源拠出見込額

なし

議会提案時期

20

0

1

0

1実施に係る人工 A

0

2

0

0

0

事前調整、検討経過等

備　　考

調整部局名等 調整内容・結果

政策課、財政課、アセットマネジメント
推進課、公共建築課、生活衛生課、都
市建設総務室、都市計画課、開発調
整課、道路計画課、緑区役所区政策
課、、津久井土木事務所、津久井まち
づくりセンター

令和５年７月１０日　関係課長打合せ会議
新斎場の進入路について、新道路整備計画の優先整備箇所に位置づけられていない
ことから、建設に係る予算の確保及び地域への説明等は事業課（斎場準備室）が担当
する。

元利償還金（交付税措置分を除く） 0

R11

0 1

※R5に、最終候補地「青山」における実施が決定された場合の概算事業費

※R5に、最終候補地「青山」における実施が決定された場合の必要人工

都
市
計
画
決
定



【審議事項について】
○（総務法制課長）今回の審議事項の一つとして、行財政構造改革プランの見直しへのエントリーに
ついてとあるが、今後の流れとしてはどうなるのか。
→（財政課長）庁議で承認となれば行財政構造改革本部において、行財政構造改革プラン上でどの
ような文言・表現にするのかという議論になる。
→（政策課長）庁議では事業の方向性について議論し、行財政構造改革本部では長期財政収支との
兼ね合いなど別の視点で審議することになる。
○（財政課長）今後の庁議の審議次第ではあるが、検討・調査の結果により、今回災害対策等につ
いて別の方法が示されたということで、行財政構造改革プラン上も見直しに向けて検討すべきだと考
える。

【市外火葬場利用について】
○（総務法制課長）市民の市外火葬場利用については、どのような状況となっているか。
→（区政推進課斎場準備室長）市民の市外火葬場利用については年々増加している一方、近隣自
治体においても火葬需要が増えている状況であることから、今後の市民の市外火葬場利用について
は厳しくなる見通しである。
→（総務法制課長）近隣自治体の火葬場利用についての検討状況等について、資料上に加えた方
がよいのではないか。
→（区政推進課斎場準備室長）承知した。

【災害対策について】
〇（観光・シティプロモーション課）今回は専門家の意見も踏まえて安全性に問題がないよう検討され
ていると思うが、事業区域にレッドゾーンが一部含まれることについては、問題ないのか。
→（区政推進課斎場準備室長）事業区域にレッドゾーンが含まれることについて、法律等ルール上の
問題はない。県にもその旨を確認済み。災害対策の安全性については、今後より詳細な検討を予定
しており、市民の皆様へは引き続き丁寧に説明していく。

≪原案を一部修正し、上部会議に付議する≫

調整会議の

主な議論

（7/19）

【事業費について】
〇（財政局長）全体事業費が示されていない状況では、事業推進の可否を判断するのが難しいので
はないか。行財政構造改革プランにおいても、長期財政収支への影響等について考慮する必要があ
るため、全体事業費を示す必要があると考える。
→（区政推進課斎場準備室長）行財政構造改革プランでの現状の位置付けが検討・調査までしか認
められていないため、現時点では土砂災害対策と進入路の概算までしか出していない。他自治体の
整備事例等を参考にしながら、想定される概算事業費を積むことはできるが、整備手法によっても総
事業費が大きく変わるものと思われる。
〇（市長公室長）昨今の降雨の状況等を鑑みると、土砂災害対策費などは想定しうる上限額で見積
らないと、後々支障が出る場合があるのではないか
→（区政推進課斎場準備室長）約１．２億～２億円と幅を見て概算しているが、予備設計の際により
詳細な検討が必要となる。

【審議事項について】
〇（財政局長）今回の庁議で行財政構造改革プランでの位置付けまで決めるのではなく、庁議で推
進の方向性が認められた後、行財政構造改革本部で本事業をどういう位置付けにしていくか検討す
るものだと考える。
→（区政推進課斎場準備室長）今回の庁議で位置付けまで決めるということではなく、検討・調査結
果についての妥当性と、行財政構造改革プランの位置付け見直しへのエントリーをしたいというもの
である。
→（市長公室長）庁議で承認されたから行財政構造改革プランの位置付けについても同様に認めら
れるというわけではないということをご理解いただきつつ、資料上も誤解がないよう審議事項の記載
内容を工夫すること。

≪継続審議とする≫

決定会議の

主な議論

（7/28）

庁議におけるこれまでの議論
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（ ）
年 月 日

事業効果
総合計画との関連

事業効果

効果測定指標

R5

事業効果
年度目標

施策番号

市役所及び市役所周辺施設の駐車場における料金体系（無料時間）を見直すことにより、駐車
場の有効活用及び駐車料（貸付料）の増加の効果が期待できるとともに、行財政構造改革プラン
における歳入確保策（未利用市有地の売却・有効活用）の取組に繋がる。

・更なる駐車場の混雑
の緩和
・貸付料収入の増加

R6

〇事業スケジュール

実施
内容

審議結果
（政策課記入）

決 定 会 議

案 件 名

所　　　管

○原案のとおり承認する。

（様式２）

課 担当者

令和5 8 16

市役所及び市役所周辺施設駐車場の無料時間の変更について

財政 管財 内線部
局
区

審議日

事 案 調 書

事案概要

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

市役所及び市役所周辺施設の駐車場における無料時間について、現行の「２時間まで無料」としてい
るものを、「１時間まで無料」に変更する。

決 定 会 議

審議事項

庁議で決定
したいこと及び
想定（希望）
している結論

R5 R8 R9R6

R7

・更なる駐車場の混雑
の緩和
・貸付料収入の増加

市役所及び市役所周辺施設の駐車場は、平成２６年から駐車場事業者への貸付契約を行い有料駐車場として運営を行っており、令
和６年７月にこの契約の更新時期を迎えることから、この更新時期に併せこれまでの運営において生じた課題を踏まえ、料金体系
（無料時間）の見直しを行うもの。

R10 R11R7

庁内調整

入札

精算システ

ム等準備

貸付事業実施

仕様書作成

契約締結

更新に係

る周知



SDGs
関連ゴールに○
(○は３つまで）

元利償還金（交付税措置分を除く）

事前調整、検討経過等

報道への情報提供

資料提供 令和５年１０月パブリックコメント

備　　考

議会への情報提供について調整済

B

（人工）

C=A-B

R5

0

局内で捻出する人工概要

局内で捻出する人工※

必要な人工

R10 R11

0 0 0 0 0 0

実施に係る人工

項目

R5補助率/充当率

捻出する財源概要

特
財

A

項目

事業費（　　　　　費）

うち任意分

国、県支出金

地方債

0

R6 R7 R8 R9

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入）

その他

一般財源

うち任意分

捻出する財源※２

一般財源拠出見込額

〇事業経費・財源

0

0

調整部局名等 調整内容・結果

関係課長打合せ会議 一部資料を修正し、調整会議に付議する。

市役所周辺施設所管課 無料時間の見直しについて調整済

総務法制課

条例等の調整 議会提案時期

議会への情報提供

財政課 行財政構造改革プランの主旨に合致する旨調整済

時期

日程等
調整事項

0

0

（千円）

0 000

0 0 0

R9

0 0

R6 R7 R8 R10 R11

〇



庁議におけるこれまでの議論
【貸付料について】
○（総務法制課長）今回、無料時間を１時間にすることで駐車場収入が増えるだろうが、貸付金額に
はどう反映されるのか。本市にとってプラスになる見込みはあるか。
→（管財課長）単純に、駐車料収入が増えれば、その部分が貸付料に反映されると考えている。試算
では１，４００万円程度の駐車料収入の増加見込みである。
→（財政課長）条件付き一般競争入札なので、駐車料収入の増加を見込んだ上での競争になり、貸
付金額にも相応の影響があると思われる。

【市民への影響について】
○（総務法制課長）無料時間を１時間にすることで、どのような影響があるか。窓口に来る人は本当に
１時間で要件が済んでいるのか。
→（管財課長）窓口で時間がかかってしまった、若しくは審議会等の会議に出席した場合に無料とす
る手続きは従前のとおりとする。平成２５年度の調査では、２時間以内の利用者が約７割なので２時
間まで無料としていたが、令和４年度実績では全体の約６割、第１駐車場利用者の約７割が１時間以
内であり、無料時間を１時間に変更しても影響は少ないと考えている。また、来庁者以外の利用も散
見されることから、適正な利用に向けて取り組んでまいりたい。
○（経営監理課総括副主幹）市民会館や総合学習センターの利用者による余暇利用の場合について
は、どう考えているか。
→（管財課長）自身の用務により１時間を超えて利用された場合については、有料である。貸付事業
開始当初にも受益者負担という考えはあったが、利用目的の差別化が難しいということで、利用状況
を鑑みて２時間を無料にした経過がある。当時の受益者負担の考え方とこれまで９年間の経験から差
別化が出来ているという状況を鑑み、１時間を超える利用については、基本的に駐車料金として負担
をしていただきたいと考えている。
○（アセットマネジメント推進課長）スケジュールでは市民周知に触れているが、多くの市民に影響す
ることが予想されることから、各団体を含めて、しっかりと周知してもらいたい。

≪原案のとおり上部会議に付議する≫

調整会議の

主な議論

（8/7）



市役所周辺駐車場貸付事業(更新)

駐車場貸付の目的（第１期貸付庁議資料より）

経過（貸付期間、事業者及び貸付金額）
期間 事業者 貸付金額

平成２６年～令和元年 タイムズ２４（株） 6,662,400円／年

令和 元年～令和６年 （株）コンティ 11,000,000円／年

①駐車場の適正利用の推進
②駐車場の入場待ちによる交通渋滞の解消
③土・日・夜間等空き時間の有効活用
・貸付料収入の確保
・管理運営経費の削減

当初の課題は、ある程度解消されたものの、新たな課題も生じて
いる。

1



No 名 称 駐車可能台数 貸付面積
１ 相模原市役所第１駐車場 ８９台 ３，６４１㎡
２ 相模原市役所第２駐車場 ３８３台 １１，４７８㎡
３ 相模原市体育館駐車場 ８０台 ２，４８９㎡
４ ウェルネスさがみはら駐車場 ８７台 ４，０１４㎡
５ 環境情報センター・衛生研究所駐車場 １２台 ６５３㎡
６ 総合学習センター駐車場 ２３台 ６３９㎡

合 計 ６７４台 ２２，９１４㎡

市役所周辺駐車場貸付事業(更新)

対象駐車場一覧

2



市役所周辺駐車場貸付事業(更新)
市役所及び市役所周辺公共施設駐車場位置図

市
体
育
館

第２別館

第
１
別
館

ウェルネス
さがみはら
（総合保健医療セ

ンター）

裁判所
相模原
拘置支所

相模原
地方合同
庁舎

青少年

相談

センター け

や

き

会

館

市民会館
教育会館

産
業
会
館

あじさい
会館

中央小学校 中央中学校

相模原市役所
本館

商
工
会
議
所

総合学習
センター

ＡＴＭ

①

②

⑤
③

④

⑥

駐車場名

① 相模原市役所第１駐車場

② 相模原市役所第２駐車場

③ 相模原市体育館駐車場
④ ウェルネスさがみはら駐車場

⑤ 環境情報センター・衛生研究所駐車場
⑥ 総合学習センター駐車場

環境情報センター

衛生研究所

①

3



市役所周辺駐車場貸付事業(更新)

《駐車料金》 平 日 ８：００～２０：００ ６０分／２００円
２０：００～ ８：００ ６０分／１００円

土日祝 平日料金に加え、当日最大料金（８００円）あり。
※いずれの日も２時間以内は無料

市役所駐車場の適正利用のため、無料時間（２時間）の
見直しを検討する

○ 来庁者以外の駐車場利用が散見され、駐車場が混雑することがある。
○ 無料時間が長いほど、駐車料が減るため、貸付料収入が少ない。

課題等
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市役所周辺駐車場貸付事業(更新)
＜課題３関連＞

無料時間 ２時間（現行） １時間 なし（廃止）

現
行
と
の
比
較

メリット
（効果）

○認証処理不要の時
間が長く利用者に
とって利便性が高い。

○来庁者以外の長時間駐車が減り、混雑
緩和が期待できる。
○駐車料（貸付料）の増加が期待できる。

○来庁者以外の長時間駐車が減り、混雑緩
和が期待できる。
○駐車料（貸付料）の増加が期待できる。

デメリット
（影響）

○ 来庁者以外の駐車
場利用が多く見受
けられる。
○ 駐車料（貸付料）
収入が少ない。

○来庁者への認証事務の増加が見込まれ、
窓口等で負担が増加する。
○ただし、見直しにより影響のある利用
者は全体の約25％と限定的。

○駐車場利用の全ての来庁者が認証を必要
とするため窓口等で負担が増加する。
○廃止により影響を受ける利用者は約80％
にのぼり、影響は大きい。
○周辺公共施設（警察・郵便局等）利用者
への影響が大きい。

無料時間の見直し検討 ※次頁＜参考データ＞参照

【検討結果】
●無料時間を見直すことにより、駐車場の有効活用及び駐車料（貸付料）の増加の効果が期待でき、行財政構造改革プ
ランにおける歳入確保策の主旨に合致するものと考える。

●本駐車場の有料化を検討した平成２５年当時は「平日利用者の約７割(71％)は２時間未満の利用者」というデータか
ら『無料時間を２時間』としたが、令和４年度実績では「利用者の約６割（第１駐車場においては約７割）が１時間
以内の利用」であり、近年では駐車時間も短時間であることから、来庁者にとっても『無料時間を１時間』で充足し
ていると考えられる。

●『無料時間を廃止』とした場合は、駐車場利用の全ての来庁者にとって認証が必要となることから、相当の負担増が
懸念されるが、『無料時間を１時間』とした場合は、見直しにより影響のある利用者は全体の約２５％と限定的であ
り、また、これまでの２期９年間の経験から認証作業に係るトラブルもほとんどなく、影響は少ないと考えられる。

無料時間を「１時間」とした見直しを行うこととする。
5



市役所周辺駐車場貸付事業(更新)

＜参考データ＞

（単位：台）

利用時間 第 １ 第 ２ 体育館 ウエルネス 環境情報Ｃ 総合学習Ｃ 合 計

～１時間 187,703 71.8% 131,239 43.2% 97,486 64.5% 69,769 63.1% 14,897 54.1% 19,151 39.1% 520,245 57.6%

～２時間 58,745 22.5% 94,216 31.0% 29,850 19.7% 20,179 18.3% 7,771 28.3% 21,202 43.3% 231,963 25.7%

２時間超 14,959 5.7% 78,553 25.8% 23,856 15.8% 20,529 18.6% 4,846 17.6% 8,609 17.6% 151,352 16.7%

合 計 261,407 100.0% 304,008 100.0% 151,192 100.0% 110,477 100.0% 27,514 100.0% 48,962 100.0% 903,560 100.0%

利用時間別駐車状況（Ｒ4実績）
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市役所駐車場貸付事業(更新)
＜事業スケジュール＞

年 月 項 目 備 考

令和５年７月 庁内調整、関係課打ち合わせ会議

８月 庁議

９月 仕様書等の決定

１０月 入札公告、議会への報告

１２月 開札、貸付業者の決定

令和６年１月 契約締結

１月～７月 事業者による精算システム等の準備

４月 市民周知

７月 次期事業者による運用開始
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第５回 決定会議 議事録                     （様式４） 

令和５年８月１６日 

 

１ 中山間地域振興モデル地区推進事業（青根）の取組について 

【緑区役所 地域振興課】

（１）主な意見等 

〇（総務局長）仮に貸付料を減額するとなると、意思決定はどのタイミングでどのように行

うのか。また、減額に関する議案はいつの議会で提案する予定か。 

→（緑区役所地域振興課長）１２月議会を予定している。 

→（市長公室長）１０月中旬の選定委員会にて事業者が決定するが、１２月議会での提案

となるとスケジュールが厳しいが、いかがか。 

→（政策課長）他の事例では事業者確定後に関係課長打合せ会議、調整会議に諮っていた

ので、同様の扱いをすると思われる。 

→（総務法制課長）１２月議会となると、事業者決定後のスケジュールがタイトである。 

 〇（総務局長）事業者決定に当たっては、貸付金額と提案内容のどちらに重きを置くのか。 

→（緑区役所地域振興課長）提案内容に重きを置く予定である。 

 〇（財政局長）評価時に重視されるのが提案内容という主観的な部分なので、評価基準を明

確にしてもらいたい。また、貸付金額に関する評価配分はあまり低くしない方が良い。 

→（総務局長）事前に今回の公募要項や評価の考え方を上部まで報告しておいた方が良い。 

 〇（財政局長）未利用公共施設の利活用に関してはアセットマネジメント推進課が庁内ルー

ルを定めているが、アセットマネジメント推進課とは調整をしているか。どういう整理が

なされているか。 

→（緑区役所地域振興課長）アセットマネジメント推進課とは調整済みである。旧青根中

学校跡地の利活用検討については、令和４年度のまち・ひと・しごと創生本部会議にお

いて承認されており、そこで整理されていると認識している。 

→（財政局長）改めて確認してもらいたい。 

 〇（総務局長）貸付金額と提案内容の評価配分についてしっかり整理してもらいたい。 

 〇（財政担当部長）地域と合意した青根地域の目指す姿は事業者選定のコンセプトにも関わ

ってくる非常に重要な考え方だが、どのような内容か。また、どのように決定したのか。 

→（緑区役所地域振興課長）地域との対話を通じ、まず旧青根中学校跡地の利活用の検討

を先行して進め、事業者が確定次第、地域全体の振興方針をまとめていくことになって

いる。事業としては、「観光」、「産業」又は「教育」に関する内容になる。 

 〇（財政担当部長）未利用資産の有効活用法のうち、売却ではなく民間貸付を選んだ理由に

ついてもう一度確認したい。 

→（緑区役所区政策課長）旧青根中学校は地域の避難所等に指定されている。青根地域セ

ンターについても今後も継続する必要があるため、売却だと地域機能の維持が出来ない。 

 〇（総合政策・少子化対策担当部長）事業者決定後検討する方針はどのようなイメージか。 

→（緑区役所区政策課長）まず、「観光」、「産業」又は「教育」の３分野の事業実施をベー

スに事業者に手を挙げてもらう。事業者が決まり次第地域と話し合い、今年度末の方針

確定を目指す。どのような事業者が選定されるかで方向性も変わってくる。 

 〇（財政局長）想定している事業者はいるのか。事業者決定後に方針を決めるとなると、事

業者に依存する部分が非常に大きい。その一方で、評価基準が曖昧だと感じる。 

→（緑区役所地域振興課長）先般行ったサウンディング型市場調査に手を挙げてくれた事

業者が有力だと考えている。 

○（財政局長）この事業形態をモデルとして進めるということか。 

→（政策課長）旧青根中学校の利活用はモデル地区推進事業の一部である。事業者決定後、

地域と一緒に、エリア全体の方向性や他の施設の利活用について検討するものである。 

○（総務法制課長）旧青根中学校には相当のニーズがあるとのことだが、減額前提とした資

料となっている。事業者選定の評価ウエイトは明確にしておいた方が良い。 

〇（総合政策・少子化対策担当部長）事業期間はどう考えているか。 



第５回 決定会議 議事録                     （様式４） 

→（緑区役所地域振興課長）サウンディング型市場調査では、５年間の事業実施を前提に

調査を行った。長期間貸し付けたい思いはあるが、５年毎に賃貸借契約を見直す予定で

ある。 

 〇（南区副区長）旧青根中学校跡地周辺に市の指定管理施設があるが、次期指定管理期間は。 

→（緑区役所区政策課長）令和６年度から令和１０年度までである。 

 

 

 

（２）結 果 

 〇原案のとおり承認する。 

  ・スケジュールや庁内手続きについて確認すること。 

  ・選定委員会の構成や選定基準等について整理すること。 

  ・庁議の意見を踏まえ、資料を一部修正すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５回 決定会議 議事録                     （様式４） 

 

２ 受動喫煙防止対策の更なる推進（公園等の禁煙化）について 

【健康福祉局 健康増進課、環境経済局 公園課】

 

（１）主な意見等 

〇（総務局長）議案の概要に、公園など法の範囲外となる敷地のみの施設については規制が

無いと記載があるが、説明資料７ページにもあるように、路上喫煙の防止に関する条例

で、努力義務を課している。にもかかわらず、規制がないという表現に疑問がある。ま

た、今回の公園等の禁煙化については、第 1弾という形で、第 2弾と続いていく形なの

か、これで終わりなのか、環境経済局としてどう考えているか。 

→（公園課長）路上喫煙の防止に関する条例で努力義務を課しているというだけでは、喫

煙していることに対する指導は難しい。ルールとして定めることによって、例えば、指

定管理者のいる大きな公園であれば、公園の中で喫煙している人に対し、管理者から声

掛けができる。まずは公園に特化して実施していきたいと考えており、１０月１日以降

の状況を見ながら、他の施設に広げていくことについて検討していく。 

〇（財政局長）スピード感を持って進めてもらっているところだと思うが、健康被害の抑制

を目的とするのであれば、公園だけで良いのかという話になるので、この後どうしていき

たいかよく調整しておく必要がある。また、公園等で、ＪＴが喫煙所を設置してくれてい

ると承知している。調整はしていると思うが、闇雲に、市の方針だけでＪＴの喫煙コーナ

ーを廃止というのは理解を得られないので、調整の経過も示していく必要がある。 

→（健康増進課長）例えば、公園を喫煙禁止区域とするなど、少し強制力を持たせるなら

ば都市公園条例の中で禁止するか、または、公園に限らず、受動喫煙防止条例のような

ものを作り、市の施設や事業者の施設にも一定の規制をかけていくなど、時代の流れに

沿い、健康福祉局で検討していくものと考えている。ＪＴとは事前に調整しており、今

年も淵野辺公園と小山公園にパーテーションを設置いただいた。今後、分煙する公園に

ついては、同様のものをＪＴと一緒に設置していきたいと考えている。 

〇（財政局長）分煙の公園とそうでない公園がある状況について、非喫煙者からの理解を得

られるように、理由を明確にしておく必要があると考える。 

〇（市長公室長）庁議終了後、各施設管理課においてルール化を意思決定とあるが、健康増

進課の方で全体のコントロールを行うのか。 

→（健康増進課長）資料４ページに記載の施設の所管課とは調整が済んでいる。例えば、

城山湖散策路や、その他地域の人が自由に使用している土地など、すべてを把握するこ

とは難しいが、この資料を基に、記載の施設に類似する各施設を所管しているならば、

この方針に基づいて禁煙化を検討いただくよう全庁に周知する。 

〇（総合政策・少子化対策担当部長）各所管課の判断といっても難しいと思われ、今後、基

準を設けるべきだと考える。 

〇（財政担当部長）規制するならば、条例に規定するなど、法律で規制されているところに

一定のルールをかけていくようにしないと政策効果を上げられないと考える。その観点か

らすると、５，０００万円をかける費用対効果の評価及び精査が必要である。 

  

 

 

（２）結 果 

 〇原案のとおり承認する。 
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３ （仮称）新斎場整備事業について 

【市民局 区政推進課 斎場準備室】

 

（１）主な意見等 

〇（市長公室長）土砂災害対策及び進入路の予備設計の後に大規模事業評価というスケジュ

ールになっているが、大規模事業評価の実施時期はこのタイミングで良いのか。また、総

事業費５０億円以上の事業は大規模事業評価の外部評価の対象となることから、予備設計

の費用が大規模事業評価の対象に含まれるのかについて、経営監理課に確認していただき

たい。 

→（区政推進課斎場準備室長）会議終了後、経営監理課に確認する。 

〇（市長公室長）前回の決定会議で指摘があった事項については、今回資料に反映されてい

ることから、こちらの内容で戦略会議に付議していただきたい。 

 

 

 

（２）結 果 

〇原案のとおり上部会議に付議する。 
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４ 市役所及び市役所周辺施設駐車場の無料時間の変更について 

【財政局 管財課】

 

（１）主な意見等 

○（総合政策・少子化対策担当部長）周辺施設の所管課に影響あると思われるが、調整はし

ているか。 

→（管財課長）関係課長打合せ会議を開催し、施設所管課が出席している。市として取り

組んでいる行財政構造改革プランに掲げられている歳入確保という側面もあり、基本的

な考え方について了承をいただいた。 

○（総務局長）周辺の公的機関に対して、本庁舎周辺駐車場の利用を案内した経過がある。

また、有料化をする際にも、２時間まで無料という説明をしているので、周知を徹底して

もらいたい。 

 

 

 

（２）結 果 

 ○原案のとおり承認する。 

 

以 上   

 


